
          
                        日医発第 1220 号（医経）  
                                                  令和 8 年 9 月 18 日 

都道府県医師会 
担当理事 殿 

  公益社団法人日本医師会   
                                             常任理事 小中 俊太郎 

 （ 公 印 省 略 ） 
 

同一労働同一賃金ガイドライン等の改正について（周知依頼）  
 

このたび、厚生労働省医政局総務課より、事務連絡「同一労働同一賃金ガイドラ

イン等の改正に係る周知への御協力について（依頼）」が発出され、周知依頼の要

請がございました。 
正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の解消を図る、いわゆる  

「同一労働同一賃金」に関しては、関係省令及び「短時間・有期雇用労働者及び派

遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針（同一労働同一賃金ガイドラ

イン）」等の告示が令和 8 年 10 月 1 日から施行及び適用されます。 
 つきましては貴会管下の関係医療機関等への周知等についてご高配賜りますよう

お願い申し上げます。 
 
（別添資料） 

・リーフレット「パートタイム・有期雇用労働者に関するルールが変わります」 

・リーフレット「派遣労働者の同一労働同一賃金改正ポイントのご案内」 

 

（参考 URL） 

・厚生労働省ホームページ（同一労働同一賃金特集ページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html 

 

・厚生労働省ホームページ（派遣労働者の同一労働同一賃金について） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html 

 

以上 

事務局長会計理事庶務理事副 会 長会 長

受 付担 当課 長 課長代理次 長 係 長R8.9.18
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事 務 連 絡 
令和８年９月 18 日 

 
公益社団法人日本医師会 御中 
 
 

厚生労働省医政局総務課 

 
 

同一労働同一賃金ガイドライン等の改正に係る周知への御協力について（依頼） 
 

厚生労働行政の推進につきましては、平素より格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 
正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の解消を図る、いわゆる「同一労働

同一賃金」に関しては、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の

禁止等に関する指針（平成 30 年厚生労働省告示第 430 号）等の省令及び告示が令和８年 10

月１日から施行及び適用されます。 

今回の改正の具体的な内容は別添資料のとおりですので、これらの内容について御了知

のうえ、別添資料等を御活用いただくことにより、都道府県医師会等に対する周知方よろ

しくお願い申し上げます。 
 

 
（別添資料） 
・リーフレット「パートタイム・有期雇用労働者に関するルールが変わります」 

・リーフレット「派遣労働者の同一労働同一賃金改正ポイントのご案内」 

 

（参考ＵＲＬ） 

・厚生労働省ホームページ（同一労働同一賃金特集ページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html 
・厚生労働省ホームページ（派遣労働者の同一労働同一賃金について） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html 

 ※別添資料は上記リンク先にも掲載していますので、適宜ご活用ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html


〈 労 働 条 件 通 知 書 の 記 載 例 〉

次の窓口に対して通常の労働者と の間の待遇の相違（内容・理由）等について説明を求める
こ と ができ る 。

部署名 担当者職氏名 （連絡先 ）

※「通常の労働者」は自社における呼称（「正社員」等）に置き換えて記載すること も可能です。

※「待遇の相違等に関する説明」については、５ページをご覧く ださ い。

パート タイム・有期雇用労働者に関する
ルールが変わり ます

（令和８年10 月１日施行）

労働者・事業主の 皆さ ま へ

❶ 雇い入れ時の労働条件明示事項が追加さ れます！ 【パート ・有期法施行規則】

❷ ｢同一労働同一賃金ガイドライン｣ が改正さ れます！ 【告示】

❸ 雇用管理の改善等に関する 措置の内容が変わり ます！ 【告示（雇用管理指針）】

パート タイム・有期雇用労働者の待遇改善を進める ため、

パート タイム・有期雇用労働者に関する ルールが改正さ れます。

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

パート タイム・有期雇用労働者を雇い入れた時の労働条件明示事項と して、現行の明示事項に

加え、新たに「待遇の相違の内容・理由等に関する 説明を 求める こ と ができ る 」旨の明示が

必要と なり ます（違反した者は1 0 万円以下の過料に処さ れます）。

雇い入れ時の労働条件明示事項が追加さ れま す！1 【パート ・有期法施行規則】

改正後の

モデル労働条件

通知書はこちら

h t t p s ://w w w .m h lw .g o .j p /

c o n te n t/

116 5 0 0 0 0 /0 0 0 8 15 9 2 5 .p d f

現行の
明示事項

新たな
明示事項

□昇給の有無

□退職手当の有無

□賞与の有無

□相談窓口

□待遇の相違等に関する 説明を
求める こ と ができ る 旨
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賞与・退職手当の目的には、労務の対価の後払い、功労報償等のさ まざまな目的が含まれます。

これらの目的が妥当するにも かかわらず、パート タイム・有期雇用労働者に対し、正社員と の間

の職務の内容等の違いに応じた均衡のと れた内容を支給しない場合、不合理と 認めら れる 可

能性があり ます。

正社員と 業務の内容が同一のパート タイム・有期雇用労働者には、正社員と 同一の無事故

手当を支給しなければなり ません。

労働契約の更新を 繰り 返している 等、相応に継続的な勤務が見込ま れる パート タイム・有期

雇用労働者には、正社員と 同一の家族手当を支給しなければなり ません。

住宅手当が「転居を伴う 配置の変更の有無に応じ て支給さ れる も の」である 場合、正社員と

同一の転居を 伴う 配置の変更がある パート タ イム・有期雇用労働者には、正社員と 同一の

住宅手当を支給しなければなり ません。

パート タイム・有期雇用労働法では、同一企業内の正社員と パート タイム・ 有期雇用労働者と

の間で、待遇（基本給や各種手当、福利厚生など ）について不合理な差を設ける こ と を禁止し

ています（いわゆる 「同一労働同一賃金」）。

「同一労働同一賃金ガイドラ イン」は、どのよ う な待遇差が不合理なのかについて、考え方や具

体例などを示したも のです。

今般、ガイド ラ インに新たに追加さ れた内容は、次のと おり です。

待遇の目的？

福利厚生施設の料金・割引率等の利用条件について、不合理と 認めら れる 待遇差を設けては

いけません。

点検し ま し ょ う

• 自社の賞与・退職手当について、目的を確認しましょ う

• それら の目的がパート タイム・有期雇用労働者にも 当てはまる 場合

には、自社の賞与・退職手当の支給要件が、正社員と の働き 方や役

割などの違いに応じ たバラ ンスのと れたも のと なっている か確認

しましょ う

賞与・退職手当

無事故手当

家族手当

住宅手当

福利厚生施設

「同一労働同一賃金ガイド ラ イン 」が改正さ れま す！2 【告示】
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点検
してみよう

褒賞が「一定の期間勤続した労働者に付与する も の」である場合、正社員と 同一の期間勤続した

パート タイム・有期雇用労働者には、通常の労働者と 同一の褒賞を付与しなければなり ません。

パート タイム・有期雇用労働者にも 、正社員と 同一の夏季冬季休暇を付与しなければなり ません。

正社員に病気休職期間に係る 給与の保障を 行う 場合には、労働契約の更新を繰り 返してい

る 等、相応に継続的な勤務が見込ま れる パート タイム・有期雇用労働者にも 、正社員と 同一

の給与の保障を行わなければなり ません。

点検しましょ う

自社の各種手当や福利厚生が、パート タ イム ・有期雇用

労働者にも 適切に支給・付与さ れている か確認しましょ う 。

通常の労働者の待遇引き 下げによ る 待遇差の解消

正社員と パート タイム・有期雇用労働者と の間の不合理な待遇差を解消する 際には、正社員の

労働条件を 不利益に変更する のではなく 、パート タ イム・有期雇用労働者の労働条件の改善

を図る こ と が求めら れま す。

定年後に継続雇用さ れた有期雇用労働者

正社員と 定年後継続雇用の有期雇用労働者と の間の待遇差が不合理と 認めら れる か否かは、

それぞれの待遇の性質・目的に照ら して判断さ れる も のである ため、定年後継続雇用の有期雇

用労働者である こ と だけで、直ちに不合理ではないと 認めら れる も のではあ り ま せん。

いわゆる 「正社員人材確保論」

正社員と パート タイム・有期雇用労働者と の間の待遇の違いの要因と して、「正社員人材の確

保や定着を図る 」等の目的があったと しても 、待遇差が不合理と 認めら れる か否かは、その待

遇の他の性質・目的にも 照ら して判断さ れる も のであり 、「正社員人材の確保や定着を 図る 」

と いった目的だけで直ちに不合理ではないと 当然に認めら れる も のではあ り ま せん。

無期雇用フルタイム労働者

無期雇用フルタイム労働者は、パート タイム・有期雇用労働法が適用さ れる 対象ではあり ません

が、労働契約は、均衡を考慮しつつ締結すべき も のであり 、こ の均衡の考慮に当たっては、ガイ

ドラ インの趣旨を 考慮すべき である こ と に留意する 必要があり ま す。

ま た、有期雇用から 無期雇用に転換した後の労働条件を 決定する 際には、有期雇用労働者と

正社員と の間の不合理と 認めら れる 待遇差の有無についてあら かじ め点検し、そのよ う な待

遇の違いがある 場合には、確実に解消する こ と が求めら れる こ と に留意する 必要があり ます

これら のこ と は、いわゆる 「多様な正社員」についても 同様です。

各種手当・福利厚生に共通する 留意事項

病気休職

夏季冬季休暇

褒賞
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職業能力開発法は、事業主に対し、雇用する 労働者に必要な職業訓練を行う と と も に、労働者

が自ら 教育訓練等を受ける機会を確保する ために必要な援助等を行う よ う 努めなければなら

ないと 定めています。

事業主は、職業能力開発法がパート タイム・有期雇用労働者にも 適用さ れる こ と を認識し、こ

れを遵守しなければなら ないこと に留意しましょ う 。

パート タ イム・有期雇用労働者に関する 事項について就業規則の作成・変更を 行う 際には、

法第７条に基づき 、各事業所において雇用する パート タイム・有期雇用労働者の過半数を代表

する 者（パート ・有期過半数代表者）の意見を聴く よ う に努めなければなり ません。

このパート ・有期過半数代表者に関して、次の点に留意しましょ う 。

パート ・有期過半数代表者と なる こ と ができ る 労働者の要件

パート ・有期過半数代表者は、次のいずれにも 該当する者である必要があり ます

① 管理監督者（労働基準法第4 1条第２号に規定する監督または管理の地位にある者）でないこと

② 法第７条の規定により 意見を聴取さ れる者を選出すること を明らかにして実施さ れる投票、挙手

等の方法による手続によ り 選出さ れた者であって、事業主の意向に基づき選出さ れたも のでな

いこと

パート タイム・有期雇用労働者の賃金を決定する に当たっては、職務の内容、職務の成果、意

欲、能力または経験その他の就業の実態に関する 事項を公正に評価し、昇給に反映する 等、

公正な評価に基づき 決定する こ と が望ましいこ と に留意しましょ う 。

例えば、パート タイム・有期雇用労働者と 通常の労働者と の間で共通する 職務等に応じ 、共通

する賃金制度または評価項目を設ける こ と 等が考えら れます。

不利益取扱いの禁止

パート ・有期過半数代表者と して正当な行為をしたこ と 等を理由と して

解雇等の不利益な取扱いをしてはいけません

事務遂行のための必要な配慮

パート ・有期過半数代表者が事務を円滑に遂行する こと ができ る よ う

必要な配慮（事務スペース・事務機器の提供等）をしなければなり ません

パート タイム・有期雇用労働者にも 職業能力開発法の適用がある こと に留意しましょ う

公正な 評価に基づき 賃金を 決定し ま し ょ う

パート タイム・有期雇用労働者の過半数を代表する 者の要件等について留意しましょ う

パート タイム・有期雇用労働者の業務が適正かつ円滑に行われる よ う にする ため、物品販売

所・病院・診療所・浴場・理髪室・保育所・図書館・講堂・娯楽室・運動場・体育館・保養施設・駐

車場等の施設の利用に関して、パート タイム・有期雇用労働者に対し、便宜の供与の措置を講

ずる よ う に配慮しなければなり ません。

福利厚生施設の利用に関する 便宜の供与の措置を 講ずる よ う に配慮しま し ょ う

雇用管理の改善等に関する措置の内容が変わり ます！3 【告示（雇用管理指針）】
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パート タイム・有期雇用労働者と の話合いの機会を設ける こ と 、またはアンケート を実施する こ

と 等によ り 、パート タイム・有期雇用労働者の意見を聴く 機会を設け、当該意見を反映さ せる た

めの適当な方法を工夫するよ う に努めましょ う 。

正社員等への転換制度の内容、転換実績等を パート タイム・有期雇用労働者に明示する よ う

努める と と も に、ウェブサイト への掲載等によ り 定期的に公表する こ と が望ましいです。

パート タイム・有期雇用労働者の正社員等への転換を推進する ため、法第1 3 条各号の転換推

進措置を実施する際には、次の点に留意しましょ う 。

• 正社員等への転換のための制度を設ける と と も に複数の措置を講ずる こ と が望ましいです

• 労働契約の更新の際の面談等の機会を 利用し、または電子メ ール等を 活用する こ と 等によ

り 、正社員転換推進措置の対象と なる パート タイム・有期雇用労働者の意向を確認し、その意

向に配慮しなければなり ません

説明の方法

• 「資料を活用し、口頭によ り 説明する 方法」または「説明すべき 事項を全て記載した分かり や

すい内容の資料を交付する 等の方法」のいずれかによ り 説明しましょ う

• 「資料を活用し、口頭によ り 説明する 方法」によ る 場合には、説明に活用した資料等を交付す

る こと が望ましいです

• 労働者の個人情報等の漏えい防止等の観点から 、資料を交付する こ と が困難な場合であって

も 、パート タイム・有期雇用労働者から 事後に求めがあったと き は当該資料を閲覧さ せる 等の

工夫をする よ う 努めましょ う

説明の求めがない場合における 周知等

パート タイム・有期雇用労働者から 説明の求めがない場合であっても 、労働契約の更新時等

に、当該パート タイム・有期雇用労働者と 通常の労働者と の間の待遇差の内容・理由に関す

る 分かり やすい資料を交付する こ と や、待遇の相違の内容・理由に関する 説明を求める こ と

ができ る こと を周知する と いった対応を行う こと が望ましいです

正社員転換推進措置の実施方法等について 工夫し ま し ょ う

労使の話し 合いの促進のた めの方法を 工夫し ま し ょ う

雇用管理の改善等に関する 情報を 公表し ま し ょ う

パート タイム・有期雇用労働法では、正社員と パート タイム・有期雇用労働者と の間で待遇差が

ある場合、事業主は、パート タイム・有期雇用労働者から求めがあれば、①待遇差の内容や理由、

②法第６条から 第1 3 条までの措置を講じるに当たって考慮した事項を説明しなければなり ま

せん。

説明に当たっては、次の点に留意しましょ う 。

待遇差について の説明方法を 工夫し ま し ょ う
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電 話 番 号都道府県電 話 番 号都道府県電 話 番 号都道府県電 話 番 号都道府県

0 8 7 -8 11-8 9 2 4香 川0 7 7 -5 2 3 -119 0滋 賀0 3 -3 5 12 -16 11東 京0 11-7 0 9 -2 7 15北海道

0 8 9 -9 3 5 -5 2 2 2愛 媛0 7 5 -2 4 1-3 2 12京 都0 4 5 -2 11-7 3 8 0神奈川0 17 -7 3 4 -4 2 11青 森

0 8 8 -8 8 5 -6 0 4 1高 知0 6 -6 9 4 1-8 9 4 0大 阪0 2 5 -2 8 8 -3 5 11新 潟0 19 -6 0 4 -3 0 10岩 手

0 9 2 -4 11-4 8 9 4福 岡0 7 8 -3 6 7 -0 8 2 0兵 庫0 7 6 -4 3 2 -2 7 4 0富 山0 2 2 -2 9 9 -8 8 4 4宮 城

0 9 5 2 -3 2 -7 2 18佐 賀0 7 4 2 -3 2 -0 2 10奈 良0 7 6 -2 6 5 -4 4 2 9石 川0 18 -8 6 2 -6 6 8 4秋 田

0 9 5 -8 0 1-0 0 5 0長 崎0 7 3 -4 8 8 -117 0和歌山0 7 7 6 -2 2 -3 9 4 7福 井0 2 3 -6 2 4 -8 2 2 8山 形

0 9 6 -3 5 2 -3 8 6 5熊 本0 8 5 7 -2 9 -17 0 9鳥 取0 5 5 -2 2 5 -2 8 5 1山 梨0 2 4 -5 3 6 -4 6 0 9福 島

0 9 7 -5 3 2 -4 0 2 5大 分0 8 5 2 -3 1-116 1島 根0 2 6 -2 2 7 -0 12 5長 野0 2 9 -2 7 7 -8 2 9 5茨 城

0 9 8 5 -3 8 -8 8 2 1宮 崎0 8 6 -2 2 5 -2 0 17岡 山0 5 8 -2 4 5 -15 5 0岐 阜0 2 8 -6 3 3 -2 7 9 5栃 木

0 9 9 -2 2 3 -8 2 3 9鹿児島0 8 2 -2 2 1-9 2 4 7広 島0 5 4 -2 5 2 -5 3 10静 岡0 2 7 -8 9 6 -4 7 3 9群 馬

0 9 8 -8 6 8 -4 3 8 0沖 縄0 8 3 -9 9 5 -0 3 9 0山 口0 5 2 -8 5 7 -0 3 12愛 知0 4 8 -6 0 0 -6 2 6 9埼 玉

0 8 8 -6 5 2 -2 7 18徳 島0 5 9 -2 2 6 -2 3 18三 重0 4 3 -2 2 1-2 3 0 7千 葉

令和8 年4 月作成 リーフレットNo .11

同一労働同一賃金に関する お問い合わせは都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ

受付時間 ８ ：3 0 ～ 1 7 ：1 5 （土日・祝日・年末年始を 除く ）

働き 方改革推進支援センターでは、中小企業・小規模事業者等の

皆さ ま の働き 方改革全般に関する お悩みについて、社会保険

労務士等の専門家が無料で相談に応じています。

同一労働同一賃金に関する 相談についても 、お気軽にご相談・

ご利用く ださ い。

その他の改正内容や詳細については同一労働同一賃金特集ページへ

同一労働同一賃金の改正に対応する た めに、何を すればいいの ･ ･ ･ ？

6

＜事業主の皆さ ま へ＞



都道府県労働局

派 遣 労 働 者 ・ 派 遣 元 ・ 派 遣 先 の 皆 さ ま へ

派遣労働者の同一労働同一賃金
改正ポイントのご案内

～令和８年1 0 月１日施行～

LL080428需01

派遣労働者は、派遣元に対し、派遣先の通常の労働者との間の待遇の相違（内

容・理由）等について説明を求めることができる。

派遣元（部署） （役職） （氏名） （連絡先）

派遣先均等・
均衡方式

派遣労働者は、派遣元に対し、

(１)協定により賃金等の待遇が決定されていることを含め、労働者派遣法に定

める待遇の確保に関する決定をするに当たって考慮した事項

(2)派遣先の実施する教育訓練及び派遣先が利用の機会を与える福利厚生施

設に関して、派遣先の通常の労働者との待遇の相違（内容・理由）

について説明を求めることができる。

派遣元（部署） （役職） （氏名） （連絡先）

労使協定方式

１ .派遣労働者の 待遇に関する 説明義務の 改善

① 待遇の相違の内容・理由等について派遣元に説明を 求める こ と ができ る 旨が

雇入れ時や派遣時における明示事項に追加さ れます

派遣労働者の雇入れ時や派遣時における明示事項として、新たに「待遇の相違の内容・理由等に関する

説明を求めること ができ る 旨」の明示が必要となります。

＜次ページもご覧ください＞

【待遇決定方式別の雇入れ時や派遣時における明示書への記載例】

派遣労働者の更なる待遇改善を実現するため、令和８年10月１日から労働者派遣法施行

規則、「同一労働同一賃金ガイド ラ イン」、派遣元指針、派遣先指針が一部改正されます。

明確化さ れた「同一労働同一賃金ガイド ラ イン」への対応や、派遣労働者に対する 説明義

務の改善、公正な評価によ る 待遇の改善等への対応が必要となります。



説明方法等の詳細は、
こちらも ご覧く ださ い

不合理な待遇差解消の

ための点検・検討マニュアル

派遣労働者から求めがあったと き の説明を適切に実施していますか？

派遣労働者及び比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項の

相違の有無□

「派遣労働者及び比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容」又は「派遣労働者及び比較

対象労働者の待遇の実施基準」□

派遣労働者及び比較対象労働者の職務の内容、職務の内容・配置の変更の範囲その他の

事情のうち、待遇の性質及び待遇を行う目的に照らして適切と認められるものに基づき、

派遣労働者と比較対象労働者の待遇の相違の理由
□

協定対象派遣労働者の賃金が労使協定で定められた事項及び労使協定の定めによる公正

な評価に基づき決定されていること。また、労使協定に定められた待遇の決定方法をどの

ように適用したか。
□

協定対象派遣労働者の待遇（賃金、法第40条第２項の教育訓練及び法第40条第３項の福

利厚生施設を除く。）が派遣元に雇用される通常の労働者（派遣労働者を除く。）との間で

不合理な相違がなく決定されていること
□

法第40条第２項の教育訓練及び法第40条第３項の福利厚生施設について、派遣労働者

と派遣先に雇用される通常の労働者との間で均等・均衡が確保されていること
□

待遇の相違の内容・理由等について説明するにあたっては、以下のいずれかの方法としてくだ

さい。

・資料を活用し、口頭によ り 説明する方法

・説明すべき 事項を全て記載した派遣労働者が容易に理解でき る 内容の資料を 交付する等の

方法

「資料を活用し、口頭によ り 説明する 方法」によ る 場合には、説明に活用した資料等を 交付する

こ と が望ましいです。労働者の個人情報等の漏えいを防止する等の観点から当該資料を 交付す

る こ と が困難な場合であっても、派遣労働者から 事後に求めがあったと き は当該資料を 閲覧

さ せる 等の工夫に努めてください。

派遣労働者から待遇の相違の内容・理由等について説明の求めがない場合であっても、労働契

約の更新時等に、通常の労働者と の間の待遇の相違の内容・理由等について容易に理解でき

る 内容の資料を 交付することや、説明を求める こ と ができ る こ と を 周知するといった対応を行

うことが望ましいです。

派遣元は、派遣労働者から求めがあったときは、派遣労働者と比較対象労働者との間の待遇

の相違の内容・理由等について説明する義務が課せられています。待遇決定方式別に以下の

事項を適切に説明しているか、チェックしてみましょう。

（注）派遣元は、派遣労働者が説明を求めたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いをしてはなりません。

【 派 遣 先 均 等 ・均 衡 方 式 】 の 場 合

【 労 使 協 定 方 式 】 の 場 合

② 待遇の相違の内容・理由等についての説明は以下の点に留意してく ださ い

③ 説明の求めがない場合における 望ましい対応

（※）賃金以外の待遇は派遣先均等・均衡方式の場合の説明に準じて説明



２ ．派遣労働者の均等・均衡待遇

• 賞与・退職手当の目的には、労務の対価の後払い、功労報償等のさまざまな目的が含まれ
ます。

• これらの目的が妥当するにもかかわらず、派遣労働者に対し、通常の労働者との間の職務
の内容等の相違に応じた均衡のとれた内容を支給しない場合、不合理と認められる可能性
があります。

賞与
／退職手当

• 通常の労働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、通常の労働者と同一の無事故手当を
支給しなければなりません。無事故手当

• 労働者派遣契約の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれる派遣労働者
には、通常の労働者と同一の家族手当を支給しなければなりません。家族手当

• 住宅手当が「転居を伴う配置の変更の有無に応じて支給されるもの」である場合、通常の
労働者と同一の転居を伴う配置の変更がある派遣労働者には、通常の労働者と同一の住宅
手当を支給しなければなりません。

住宅手当

• 福利厚生施設の料金・割引率等の利用条件について、不合理と認められる相違を設けては
なりません。福利厚生施設

• 通常の労働者に病気休職期間に係る給与の保障が行われている場合には、労働者派遣契約
の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれる派遣労働者にも、通常の労
働者と同一の給与の保障を行わなければなりません。

病気休職
・休暇

• 派遣労働者にも、通常の労働者と同一の夏季冬季休暇を付与しなければなりません。夏季冬季休暇

• 褒賞が「一定の期間勤続した労働者に付与するもの」である場合、通常の労働者と同一の
期間勤続した派遣労働者には、通常の労働者と同一の褒賞を付与しなければなりません。褒賞

① 「同一労働同一賃金ガイド ラ イン」が改正さ れます

通常の労働者と派遣労働者との間で、どのような待遇差が不合理と認められるか等、考え方や

具体例を示している「同一労働同一賃金ガイドライン」に以下の内容が追加されました。

通常の労働者と派遣労働者との間の不合理な待遇差を解消する際には、通常の労働者の労働条件を

不利益に変更すること なく 、派遣労働者の労働条件の改善を図るこ と が求められます。

② 派遣労働者の意見の反映のための配慮や工夫に努めてく ださ い

派遣元は、労使協定の締結主体となる過半数代表者が協定に関する 事務を円滑に遂行でき る よ

う 必要な配慮（事務スペースや事務機器の提供など ）を行うとともに、派遣労働者の意見や希望

等が反映さ れる よ う 、過半数代表者の選出に併せて意見や希望等を提出さ せる などの工夫に努

める 必要があります。

③ 労使協定方式によ り 公正な待遇を 確保する 場合は以下の点に留意してく ださ い

労使協定に定めた事項を遵守していない場合や、協定に定める公正な評価に取り 組んでいない場合、過

半数代表者が適切に選出さ れていない場合には、【労使協定方式】は適用さ れず、【派遣先均等・均衡方

式】が適用されます。

派遣元は、労使協定に賃金の決定方法を定める際に、経済・物価動向及び賃金動向を 勘案して、

協定に定める 賃金の額を決定する こ と について労使で十分に協議することが考えられることに

留意してください。

④ 派遣先は派遣労働者の公正な待遇の確保のため以下の点に留意してく ださ い

派遣先は、派遣元が派遣労働者の公正な待遇を確保できるよう、派遣料金について配慮する義務があ

ります。派遣元からの派遣料金の額に係る交渉に一切応じない場合等は、法の趣旨を踏まえた対応と

はいえません。

派遣先は、派遣先が設置・運営し、派遣先の労働者が通常利用している物品販売所、病院、診療所、

浴場、理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、運動場、体育館、保養施設などの施設の利用に関す

る便宜の供与の措置を講ずるよう配慮しなければなりません。これらの施設に「駐車場」が含まれ

ることに留意してください。

派遣先は、派遣元において派遣労働者の待遇を適切に決定できるよう、労働者派遣契約の締結（更

新）前や比較対象労働者の待遇等の変更の都度、待遇情報を提供する必要があります。



３ .公正な評価によ る 待遇の改善

ご不明の点については、お近く の都道府県労働局へお問い合わせく ださ い。

都道府県労働局

需給調整事業関係業務

担当窓口一覧

見直しに関する 詳細

派遣労働者の同一労働

同一賃金について

① 派遣労働者の希望する 働き 方の実現と 待遇の改善に向けた好循環

派遣元は、派遣労働者の職務の成果等の評価、教育訓練やキャリアコンサルティングの実施、就

業機会の確保及び提供を行うに当たって、その職務の成果等の向上によ り 待遇が改善する よ う 、

派遣労働者の希望に応じた評価結果のフィ ード バッ クや、以下の措置を総合的に行う よ う 努め

る こ と 等に留意してください。また、派遣先は、派遣労働者の業務の遂行状況の情報を提供する

こと等により、派遣労働者の職務の評価等にご協力ください。

② 自社ウ ェブサイト や人材サービス総合サイト での情報公表を ご検討く ださ い

派遣元によ る 労働者派遣実績やマージン率等に

係る 情報提供については、自社のウェブサイトの

ほか、全国の労働者派遣事業の許可状況等につ

いて情報提供を行っている、「人材サービス総合

サイト 」を積極的にご活用く ださ い。

職務の成果等の向上によ る

待遇の改善

派 遣 元派 遣 労 働 者

派遣先に協力を求めつつ、
派遣労働者の業務の遂行状況等を把握

希望・能力・経験等に応じた就業機会の確保・提供

高度な業務への移行

キャリ アアップ
（派遣先での直接雇用等） 等

キャリ アコンサルティングの実施
（派遣業務への理解促進、
希望する働き方の検討など）

教育訓練の実施によ る 能力向上 等

適切な時機に、職務の内容・成果、意欲、能力等を評価

適切な能力・経験調整指数の当てはめ

派遣労働者の希望に応じた評価結果のフィードバック

キャリ アコンサルティング受講の勧奨 等

人材サービス総合サイト

適切な 就業機会の 提供 正確な 情報の 把握

キ ャ リ ア形成支援 公正な 評価

派 遣 元派 遣 先派 遣 元派 遣 労 働 者

派 遣 元派 遣 労 働 者


